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 添付法令資料 2：    韓国訪問販売等に関する法律韓国訪問販売等に関する法律韓国訪問販売等に関する法律韓国訪問販売等に関する法律（目次） 

 添付法令資料 3：    不動産担保に関す不動産担保に関す不動産担保に関す不動産担保に関するるるる2009200920092009年年年年7777月月月月9999日日日日付モンゴル国法律付モンゴル国法律付モンゴル国法律付モンゴル国法律（目次） 

 添付法令資料 4：    雇用の監督手続に関する雇用の監督手続に関する雇用の監督手続に関する雇用の監督手続に関する 2016201620162016 年年年年 11111111 月月月月 17171717 日付インドネシア日付インドネシア日付インドネシア日付インドネシア    

        共和国労働大臣規程共和国労働大臣規程共和国労働大臣規程共和国労働大臣規程 No.33No.33No.33No.33（目次） 

 添付法令資料 5：    労働衛生及び労働者の健康の管理を指導する労働衛生及び労働者の健康の管理を指導する労働衛生及び労働者の健康の管理を指導する労働衛生及び労働者の健康の管理を指導するベトナム保健省のベトナム保健省のベトナム保健省のベトナム保健省の    

        通知通知通知通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2016年 12月 9日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 円借款の供与に関する日本国政府とセネガル共和国政府との間の二の書簡の

交換に関する件（外務省告示第 460号） 
16.12.05公布／16.11.15発効 

2 種苗法第 13条第 1項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産省

告示第 2397号） 
16.12.05公布 

3 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

に基づく第一種使用規程の承認をした件（農林水産省・環境省告示第 14号） 
16.12.05公布 

4 残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約の附属書Ａ及び附属書Ｃの

改正に関する件（外務省告示第 461号） 
16.12.06公布／16.12.15発効 

5 使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部を改正する件（厚生労働省告示第 407号） 
16.12.06公布／16.12.07適用 

6 療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事

項等の一部を改正する件（厚生労働省告示第 408号） 
16.12.06公布／16.12.07適用 

7 特定非営利活動促進法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（第

369号） 
16.12.07公布 

8 特定非営利活動促進法施行令の一部を改正する政令（第 370号） 
16.12.07公布／17.04.01施行 

9 使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部を改正する件（厚生労働省告示第 409号） 
16.12.08公布／16.12.09適用 

10 療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事

項等の一部を改正する件（厚生労働省告示第 410号） 
16.12.08公布／16.12.09適用 

11 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 1400号） 
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16.12.09公布 
12 割賦販売法の一部を改正する法律（第 99号） 

16.12.09公布／公布の日から起算して 1年 6月を超えない範囲内において

政令で定める日から施行（ただし、一部を除く。） 
13 道路運送法の一部を改正する法律（第 100号） 

16.12.09公布／公布の日から起算して 1月を超えない範囲内において政令

で定める日から施行（ただし、一部を除く。） 
14 民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律

（第 101号） 
16.12.09公布／公布の日から起算して 1年 6月を超えない範囲内において

政令で定める日から施行（ただし、一部を除く。） 
15 南スーダン国際平和協力隊の設置等に関する政令の一部を改正する政令（第

373号） 
16.12.09公布／同日施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 固定資産投資プロジェクト・エネルギー節約審査弁法 
  （固定资产投资项目节能审查办法） 

16.11.27 発布 国家発展及び改革委員会 国家発展及び改革委員会令第 44
号／17.01.01施行 

2 地方政府専用項目債務予算管理弁法 

  （地方政府专项债务预算管理办法） 
16.11.09発布 財政部 財預[2016]155号／16.12.05施行 

3 地方政府一般債務予算管理弁法 
  （地方政府一般债务预算管理办法） 

16.11.09発布 財政部 財預[2016]154号／同日施行 
4 海洋聴聞弁法 
  （海洋听证办法） 

16.11.14発布 国家海洋局 国海規範[2016]8号／17.01.01施行 
5 現行の有効な国家環境保護部門の規範性文書のリストの公布に関する公告 
  （关于公布现行有效的国家环保部门规范性文件目录的公告） 

16.11.29発布 環境保護部 環境保護部公告 2016年第 71号 
 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于深港股票市场交易互联互通机制试点有关税收政策的通知 

16.11.05 発布  財政部、国家税務総局及び証券監督管理委員会  財税

[2016]127号／16.12.05施行 
2 关于纳税人转让不动产缴纳增值税差额扣除有关问题的公告 

16.11.24発布 国家税務総局 国家税務総局公告2016年第73号／同日施行 
3 关于超豪华小汽车消费税征收管理有关事项的公告 

16.11.30発布 国家税務総局 国家税務総局公告 2016年第 74号／16.12.01
施行 
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第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 基金管理公司特定客户资产管理子公司风险控制指标管理暂行规定 

16.11.29 発布 証券監督管理委員会 証監会公告[2016]30 号／16.12.15 施

行 
2 基金管理公司子公司管理规定 

16.11.29 発布 証券監督管理委員会 証監会公告[2016]29 号／16.12.15 施

行 
 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦租税法典第 2 部第 217 条への変更の導入に関する 2016 年 11 月

30日付ロシア連邦法律 No.398-FZ 
原則として公布の日から 1か月の期間経過後より早くなく施行 

2 ロシア連邦租税法典第 1部第 83条及び第 84条並びに第 2部第 226条への変

更の導入に関する 2016年 11月 30日付ロシア連邦法律 No.399-FZ 
原則として 17.01.01施行 

3 年金を受領する市民に対する臨時現金支払いに関する連邦法律の採択に関連

してロシア連邦租税法典第 2 部第 217 条へ変更を導入することに関する 2016
年 11月 30日付ロシア連邦法律 No.400-FZ 

公布の日から施行 
4 ロシア連邦租税法典第 1 部及び第 2 部並びに個別のロシア連邦法規への変更

の導入に関する 2016年 11月 30日付ロシア連邦法律 No.401-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

5 ロシア連邦租税法典第 2 部第 333.35 条への変更の導入に関する 2016 年 11
月 30日付ロシア連邦法律 No.402-FZ 
原則として 17.01.01施行 

6 ロシア連邦租税法典第 2 部第 219 条への変更の導入に関する 2016 年 11 月

30日付ロシア連邦法律 No.403-FZ 
原則として公布の日から 1か月の期間経過後より早くなく施行 

7 ロシア連邦租税法典第 2部第 146条及び第333.35条への変更の導入に関する

2016年 11月 30日付ロシア連邦法律 No.404-FZ 
一部を除き、公布の日から 1か月の期間経過後に施行 

8 ロシア連邦租税法典第 2 部第 266 条への変更の導入に関する 2016 年 11 月

30日付ロシア連邦法律 No.405-FZ 
原則として公布の日から 1か月の期間経過後に施行 

9 ロシア連邦租税法典第 2 部第 217 条への変更の導入に関する 2016 年 11 月

30日付ロシア連邦法律 No.406-FZ 
公布の日から施行 

10 ロシア連邦租税法典第 2 部第 333.21 条への変更の導入に関する 2016 年 11
月 30日付ロシア連邦法律 No.407-FZ 

原則として 17.01.01施行 
11 ロシア連邦租税法典第 2 部第 164 条への変更の導入に関する 2016 年 11 月

30日付ロシア連邦法律 No.408-FZ 
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原則として公布の日から 1か月の期間経過後に施行 
12 ロシア連邦予算法典への変更の導入及びロシア連邦法規の個別の規定の失効

の認定に関する 2016年 11月 30日付ロシア連邦法律 No.409-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

13 行政的違法行為に関するロシア連邦法典及び個別のロシア連邦法規への変更

の導入に関する 2016年 12月 5日付ロシア連邦法律 No.412-FZ 
14 広告に関するロシア連邦法律第 16条への変更の導入に関する 2016年 12月 5
日付ロシア連邦法律 No.413-FZ 

17.01.01施行 
15 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 付加価値税法の若干の条項の細則を定め、施行を指導する議定を総合する合

一文書 
財政省の 2016年 10月 21日付第 17/VBHN-BTC号合一文書 

2 税管理法の若干の条項の施行細則を定める議定及び税管理法の若干の条項を

修正し、又は補充する法律を総合する合一文書 
財政省の 2016年 10月 21日付第 19/VBHN-BTC号合一文書 

3 ベトナムにおける外国広告企業の駐在員事務所の設立許可証を発給する手数

料の収受規模並びに収受及び納付制度を定める通知 
財政省の 2016 年 10 月 25 日付第 165/2016/TT-BTC 号通知／17.01.01 施

行 
4 労働契約に従い勤労する労働者に対する地域最低賃金額を定める議定 

政府の 2016年 11月 14日付第 153/2016/NĐ-CP号議定／17.01.01施行 
5 廃水に対する保衛費に関する議定 

政府の 2016年 11月 16日付第 154/2016/NĐ-CP号議定／17.01.01施行 
6 国際旅行経営許可証査定及び発給手数料、観光ガイド・カード査定・発給手

数料、説明員証明書発給手数料並びにベトナムにおける外国観光企業の支店又

は駐在員事務所設立許可証発給手数料の収受規模並びに収受、納付、管理及び

使用制度を定める通知 
財政省の 2016年 11月 1日付第 177/2016/TT-BTC号通知／17.01.01施行 

 

第 5 韓国 

1 租税犯処罰手続法施行令一部改正令 
16.12.05公布 大統領令第 27652号／同日施行 

2 所得税法施行令一部改正令 
16.12.05公布 大統領令第 27653号／同日施行 

3 エネルギー利用合理化法施行令一部改正令 
16.12.05公布 大統領令第 27662号／同日施行 

4 ベンチャー企業育成に関する特別措置法施行令一部改正令 
16.12.05公布 大統領令第 27663号／同日施行 

5 特許法施行規則一部改正令（案）立法予告 
16.12.05公布 産業通商資源部公告第 2016-629号 
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6 実用新案法施行規則一部改正令（案）立法予告 
16.12.05公布 産業通商資源部公告第 2016-630号 

7 外国人勤労者の雇用等に関する法律施行規則一部改正令（案）立法予告 
16.12.05公布 雇用労働部公告第 2016-368号 

8 新エネルギー及び再生エネルギー開発利用普及促進法施行規則一部改正令 
16.12.08公布 産業通商資源部令第 227号／同日施行 

 

第 6 台湾 

1 修正「銀行業防制洗錢及打擊資助恐怖主義注意事項」，並修正名稱為「銀行業

防制洗錢及打擊資恐注意事項」 
16.12.02 公布 金融監督管理委員会 金管銀法字第 10510005200 號／一部

を除き、17.01.01施行 
2 修正「公平交易委員會對於涉外案件之處理原則」，並修正名稱為「公平交易委

員會處理涉及外國事業案件要點」 
16.12.02公布 公平交易委員会 公法字第 10515608621號／同日施行 

3 修正「事業結合應向公平交易委員會提出申報之銷售金額標準及計算方法」 
16.12.02公布 公平交易委員会 公綜字第 10511610001號／同日施行 

4 修正「公平交易委員會對於不動產廣告案件之處理原則」 
16.12.05公布 公平交易委員会 公競字第 10514614171號／同日施行 

5 訂定「藥事法第二十七條之二必要藥品清單」 
16.12.06公布 衛生福利部 部授食字第 1051411454號／同日施行 

6 修正「營業稅電子資料申報繳稅作業要點」第 5點、第 18點規定 
16.12.06公布 財政部 台財資字第 1050003292號／17.02.01施行 

7 廢止「公平交易委員會對於中衛制度實務作法之處理原則」 
16.12.07公布 公平交易委員会 公製字第 10513607911號／同日施行 

8 修正立法院組織法條文 
16.12.07公布 総統府 華總一義字第 10500153001號 

9 修正法院組織法條文 
16.12.07公布 総統府 華總一義字第 10500150311號／17.01.01施行 

10 修正公職人員選舉罷免法條文 
16.12.07公布 総統府 華總一義字第 10500150301號 

11 修正證券交易法條文 
16.12.07公布 総統府 華總一義字第 10500150281號 

12 修正水污染防治法條文 
16.12.07公布 総統府 華總一義字第 10500150291號 

13 刪除環境用藥管理法條文 
16.12.07公布 総統府 華總一義字第 10500150271號 

14 修正「進出口貨物查驗注意事項」第 27點規定 
16.12.08公布 財政部関務署 台關業字第 1051025998號／同日施行 

 

第 7 シンガポール 

1 Consumer Protection (Fair Trading) (Amendment) Act 2016 
Passed by Parliament on 13th September 2016 and assented to by the 
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President on 21st October 2016; No.25 of 2016 
2 INCOME TAX (INTERNATIONAL TAX COMPLIANCE AGREEMENTS) 
(COMMON REPORTING STANDARD) REGULATIONS 2016 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 2nd 
December 2016 and comes into operation on 1 January 2017; 
No.S621/2016 

3 CONSUMER PROTECTION (FAIR TRADING) (CANCELLATION OF 
CONTRACTS) (AMENDMENT) REGULATIONS 2016 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 8th 
December 2016 and comes into operation on 9 December 2016; 
No.S625/2016 

4 INCOME TAX (INTERNATIONAL TAX COMPLIANCE AGREEMENTS) 
(COMMON REPORTING STANDARD) REGULATIONS 2016 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 8th 
December 2016 and comes into operation on 9 December 2016; 
No.S626/2016 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 モンゴル国の 2017年の予算に関する 2016年 11月 10日付モンゴル国法律 
17.01.01施行 

2 社会保険基金の 2017年の予算に関する 2016年 11月 10日付モンゴル国法律 
17.01.01施行 

3 科学及び技術に関する法律への変更の導入に関する 2016年 11月 3日付モン

ゴル国法律 
16.09.09施行 

4 家畜の遺伝子プール及び健康の保護に関する法律への変更の導入に関する
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2016年 11月 3日付モンゴル国法律 
16.09.09施行 

5 環境の保護に関する法律への変更の導入に関する 2016年 11月 3日付モンゴ

ル国法律 
16.09.09施行 

6 公務に関する法律への変更の導入に関する 2016年 11月 3日付モンゴル国法

律 
16.09.09施行 

7 鉱物に関する法律に追加及び変更を導入することに関する 2016 年 11 月 10
日付モンゴル国法律 

17.01.01施行 
8 健康保険に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2016 年 11 月 10 日

付モンゴル国法律 
17.01.01施行 

9 政府の特定基金に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2016年 11月

10日付モンゴル国法律 
17.01.01施行 

10 予算に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モ

ンゴル国法律 
17.01.01施行 

11 将来遺産基金に関する法律への変更の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モ

ンゴル国法律 
17.01.01施行 

12 社会的福利に関する法律への追加の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モン

ゴル国法律 
17.01.01施行 

13 反コラプションに関する法律への変更の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付

モンゴル国法律 
16.09.09施行 

14 社会保険に関する法律への変更の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モンゴ

ル国法律 
17.01.01施行 

15 労働に関する法律への追加の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モンゴル国

法律 
17.01.01施行 

16 発達障害者の権利に関する法律への追加の導入に関する 2016 年 11 月 10 日

付モンゴル国法律 
17.01.01施行 

17 子どもの監護サービスに関する法律への変更の導入に関する 2016年 11月 10
日付モンゴル国法律 

17.01.01施行 
18 政府の特定基金に関する法律への追加の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付

モンゴル国法律 
17.01.01から 17.12.31まで施行 

19 司法行政機関に関する法律への追加の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モ

ンゴル国法律 
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17.01.01施行 
20 公務に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モ

ンゴル国法律 
17.01.01施行 

21 経済活動の特別認可証に関する法律への追加の導入に関する 2016年 11月 10
日付モンゴル国法律 

17.01.01施行 
22 国家印紙税に関する法律への変更の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モン

ゴル国法律 
17.01.01施行 

23 予算に関する法律への追加の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モンゴル国

法律 
17.01.01施行 

24 将来遺産基金に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2016年 11月 10
日付モンゴル国法律 

17.01.01施行 
25 投資に関する法律への追加の導入に関する 2016 年 11 月 10 日付モンゴル国

法律 
17.01.01施行 

26 モンゴル国の統一的予算の 2017 年予算範囲の声明並びに 2018 年及び 2019
年の予算予測に関する 2016年 11月 10日付モンゴル国法律 

16.11.10施行 
 

第 13 カザフスタン 

1 いくつかのカザフスタン共和国大統領令への変更の導入に関するカザフスタ

ン共和国大統領令 
2016年 11月 25日付No.377／公布の日から施行 

2 2017 年ないし 2019年における共和国予算と州、共和国的な意義のある市及

び首都の予算との間の一般的な特性のあるトランスファーの規模に関するカ

ザフスタン共和国法律 
2016年 11月 29日付No.24-VI ZRK／2017年 1月 1日から施行し、2019

年 12月 31日まで有効 
3 2017年ないし 2019年における共和国予算に関するカザフスタン共和国法律 

2016年 11月 29日付No.25-VI ZRK／2017年 1月 1日から施行 
4 2017 年ないし 2019年におけるカザフスタン共和国国立基金からの保証付ト

ランスファーに関するカザフスタン共和国法律 
2016年 11月 29日付No.23-VI ZRK／2017年 1月 1日から施行 

5 課税及び通関管理問題に係るいくつかのカザフスタン共和国法令への変更の

導入に関するカザフスタン共和国法律 
2016年 11月 30日付No.26-VI ZRK／一部を除き、公布の日から施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 労働組合、その権利及び活動の保障に関するウズベキスタン共和国法律への
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変更の導入に関するウズベキスタン共和国法律 
2016 年 11 月 28 日付 No.ZRU-413 同月 29 日官報「Narodnoe slovo」

No.235（6640）掲載／同日施行 
2 いくつかのウズベキスタン共和国大統領法規への変更及び追加の導入、並び

にそのいくつかの失効の認定に関するウズベキスタン共和国大統領令 
2016年 11月 23日付No.UP-4858／同年 12月 5日施行 

3 関税の納期限の延長及び分割納付機会の提供に係る指令書、並びにそれに対

する変更及び追加の失効の認定に関するウズベキスタン共和国通関国家委員

会の決定 
2016年 11月 17日付No.01-02/8-62 同月 30日法務省登録No.697-6／同

年 12月 5日施行 
4 処方箋無くして提供される医薬品の一覧の承認に関するウズベキスタン共和

国保健相の命令 
2016年 11月 23日付 No.72 同月 30日法務省登録 No.2842／同年 12月

5日施行 
5 2017 年における国家統計報告様式の承認に関するウズベキスタン共和国国

家統計委員会の決定 
2016年 11月 1日付No.3-mb 同年 12月 1日法務省登録No.2843／2017

年 1月 1日から施行 
6 ウズベキスタン共和国の国内監査基準（国内監査基準 No.70）「財務報告に関

する監査報告及び監査意見」の承認に関する命令の失効の認定に関するウズベ

キスタン共和国財務相命令 
2016年 11月 9日付 No.84 同年 12月 1日法務省登録 No.1016-1／2017

年 3月 6日施行 
7 ウズベキスタン共和国の国内監査基準（国内監査基準 No.70）「財務報告に関

する監査報告及び監査意見」の承認に関するウズベキスタン共和国財務相命令 
2016年 11月 9日付No.85 同年 12月 1日法務省登録No.2844／2017年

3月 6日施行 
8 アルコール製品に対する卸売販売及び小売の最低価格の改定に関するウズベ

キスタン共和国財務省及び税未国家委員会の決定 
2016 年 11 月 29 日付財務省 No.89 及び税務委員会 No.2016-36 同年 12

月 1日法務省登録 No.2845／2017年 1月 1日から施行 
 

第 15 トルコ 

1 商業登記局における会社設立契約の署名に関する通関及び貿易省の通知 
2016年 12月 6日官報 No.29910／同日施行 

2 トルコ共和国政府とロシア連邦政府との間のトルコ・ストリーム・ガス・パ

イプライン・プロジェクトに係る条約の批准に関する法律 
2016年 12月 2日付 No.6765 同月 6日官報 No.29910／同日施行 

3 トルコ共和国政府とベニン共和国政府との間の経済、貿易及び技術協力条約

の批准に関する法律 
2016年 12月 2日付 No.6766 同月 6日官報 No.29910／同日施行 

4 添付の「特定の工業製品の輸入における関税率の適用に係る決定」の施行に

関する内閣決定 
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2016年 11月 7日付 No.2016/9513 同年 12月 7日官報 No.29911／同日

施行 
 

第 16 ウクライナ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 17 ポーランド 

1 教育システムに関する 1991 年 9 月 7 日付法律の単一テキストの公布に関す

る 2016年 10月 31日付国会下院議長の公告 No.1943 
16.12.02公布 

2 国庫に係る国家管理に関する 2016年 11月 16日付法律 No.1947 
16.12.02公布／No.1948の法律に基づいて施行 

3 国庫に係る国家管理に関する法律を実施する規定（2016年 11月 16日付法律）

No.1948 
16.12.02公布／一部を除き、17.03.01施行 

4 政府行政部門に関する 1997 年 9 月 4 日付法律及びいくつかのその他の法律

の変更に関する 2016年 11月 16日付法律No.1954 
16.12.02公布／一部を除き、公布の日から 14日の期間経過後に施行 

5 サービスの安全及び衛生の分野におけるいくつかの法律の変更に関する

2016年 12月 1日付法律 No.1955 
16.12.02公布／公布の日に続く日から施行 

6 農業従事者を通じた食料の販売の容易化のためにいくつかの法律を変更する

ことに関する 2016年 11月 16日付法律 No.1961 
16.12.05公布／17.01.01施行 

7 地方自治体単位の収入に関する 2003 年 11 月 13 日付法律及びいくつかのそ

の他の法律の変更に関する 2016年 12月 1日付法律 No.1985 
16.12.08公布／公布の日に続く日から施行 

8 エネルギー法（1997年 4 月 10 日付法律）及びいくつかのその他の法律の変

更に関する 2016年 11月 30日付法律No.1986 
16.12.08公布／一部を除き、17.01.01施行 

 

第 18 南アフリカ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 19 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 20 ミャンマー 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 21 添付法令資料 

   1モロッコにおける財務訴訟法典を構成する法律第モロッコにおける財務訴訟法典を構成する法律第モロッコにおける財務訴訟法典を構成する法律第モロッコにおける財務訴訟法典を構成する法律第 62626262----99999999 号号号号（目次）    

   2韓国訪問販売等に関する法律韓国訪問販売等に関する法律韓国訪問販売等に関する法律韓国訪問販売等に関する法律（目次）    

   3不動産担保に関する不動産担保に関する不動産担保に関する不動産担保に関する 2009200920092009 年年年年 7777 月月月月 9999 日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律（目次） 

   4 雇用雇用雇用雇用の監督手続に関するの監督手続に関するの監督手続に関するの監督手続に関する 2016201620162016 年年年年 11111111 月月月月 17171717 日付インドネシア共和国労働大臣日付インドネシア共和国労働大臣日付インドネシア共和国労働大臣日付インドネシア共和国労働大臣

規程規程規程規程 No.33No.33No.33No.33（目次）    

   5労働衛生及び労働者の健康の管理を指導する通知労働衛生及び労働者の健康の管理を指導する通知労働衛生及び労働者の健康の管理を指導する通知労働衛生及び労働者の健康の管理を指導する通知（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

津守 博之  弁護士 日本国及びニューヨーク州：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産・越南・韓国・インドネシア法令

担当 
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奥野 剛史  弁護士：インド・パキスタン・スリランカ・インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

光本 亘佑  弁護士：独占禁止法担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務法令担当 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

アレクセイ アレクサンドロビッチ ロセフ  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  URYU & ITOGA ADVISORY SERVICE VIETNAM CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  北京市堅石律師事務所 律師：柳 錦実：韓国法令担当 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
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添付法令資料 1： 
 

モロッコにおける財務訴訟法典を構成する法律第 62-99号（目次） 
2002年 6月 13日付勅令第 1-02-124号により施行 

 
 
第 1部  会計院（第 1条～第 115条） 

第 1編 権能及び組織（第 1条～第 24条） 
第 2編 管轄及び手続（第 25条～第 115条） 

第 2部  地方会計院（第 116条～第 164条） 
第 1編 権能及び組織（第 116条～第 125条） 
第 2編 管轄及び手続（第 126条～第 156条） 
第 3編 総則（第 157条～第 164条） 

第 3部  財務裁判所の裁判官の地位（第 165条～第 249条） 
第 1編 総則（第 165条～第 170条） 
第 2編 監査人（第 171条～第 179条） 
第 3編 財務裁判所の判事（第 180条～第 234条） 
第 4編 財務裁判所判事会の組織及び機能（第 235条～第 236条） 
第 5編 経過規定及び雑則（第 237条～第 249条） 

 
 
 
添付法令資料 2： 
 

韓国訪問販売等に関する法律（目次） 
2016年 3月 29日法律第 14138号により一部改正 2016年 9月 30日施行 

 
 

第 1章  総則（第 1条ないし第 4条） 
第 2章  訪問販売及び電話勧誘販売（第 5条ないし第 12条） 
第 3章  多段階販売及び後援訪問販売（第 13条ないし第 29条） 
第 4章  継続取引及び事業勧誘取引（第 30条ないし第 34条） 
第 5章  消費者権益の保護（第 35条ないし第 42条） 
第 6章  調査及び監督（第 43条ないし第 47条） 
第 7章  是正措置及び課徴金賦課（第 48条ないし第 51条） 
第 8章  補則（第 52条ないし第 57条） 
第 9章  罰則（第 58条ないし第 66条） 
附則 
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添付法令資料 3： 
 

不動産担保に関する 2009年 7月 9日付モンゴル国法律（目次） 
2016年最終改正 

 
 
第 1章  総則（第 1条ないし第 10条） 
第 2章  担保契約の締結（第 11ないし第 13条） 
第 3章  担保証券（第 14条ないし第 19条） 
第 4章  担保物件の使用及び保護（第 20条ないし第 26条） 
第 5章  他人の所有、占有又は使用への担保物件の移転（第 27条ないし第 32条） 
第 6章  不動産の多重担保（第 33条ないし第 36条） 
第 7章  債権又は担保証券の譲渡又は担保化（第 37条ないし第 40条） 
第 8章  担保物件からの債務の弁済（第 41条ないし第 52条） 
第 9章  土地担保の特例（第 53条ないし第 58条） 
第 10章  住宅担保の特例（第 59条ないし第 62条） 
 
 
添付法令資料 4： 
 

雇用の監督手続に関する 2016年 11月 17日付 
インドネシア共和国労働大臣規程 No.33（目次） 

同日施行 
 

第 1章  総則（第 1条ないし第 4条） 
第 2章  計画 
 第 1節  総則（第 5条） 
 第 2節  雇用監督作業単位の作業計画（第 6条） 
 第 3節  雇用監督作業計画（第 7条及び第 8条） 
第 3章  実施 
 第 1節  総則（第 9条ないし第 16条） 
 第 2節  指導（第 17条ないし第 19条） 
 第 3節  審査（第 20条ないし第 29条） 
 第 4節  審査書（第 30条ないし第 35条） 
 第 5節  検査 
  第 1款  総則（第 36条） 
  第 2款  労働基準に係る検査（第 37条及び第 38条） 
  第 3款  労働の安全及び健康の基準に係る検査（第 39条ないし第 46条） 
 第 6節  雇用犯罪行為の捜査（第 47条） 
第 4章  報告（第 48条ないし第 51条） 



3 
 

第 5章  行政処分（第 52条ないし第 55条） 
第 6章  経過規定（第 56条及び第 57条） 
 
 
 
添付法令資料 5： 
 

労働衛生及び労働者の健康の管理を指導するベトナム保健省の通知（目次） 
保健省の 2016年 6月 30日付第 19/2016/TT-BYT号通知／16.08.15施行 

 
 

第 1章  労働衛生及び労働者の健康の管理（第 1条ないし第 4条） 
第 2章  職場における応急及び救急（第 5条ないし第 9条） 
第 3章  報告制度に関する規定（第 10条ないし第 12条） 
第 4章  実施責任（第 13条ないし第 22条） 
第 5章  施行効力（第 23条ないし第 25条） 
 


